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【第 168回定期講演会 講演録 】平成 24年度 土地月間記念講演会 
 

 日時:平成 24年 10月 22日（月） 

 会場: アルカディア市ヶ谷 

  
「土地行政の最近の動きについて」 

 
国土交通省 土地・建設産業局 

土地市場課長 平岩 裕規 

 
 ただ今ご紹介に預かりました、国土交通省の土

地・建設産業局で土地市場課長をいたしておりま

す平岩でございます。本日は30分程お時間を頂戴

いたしまして「土地行政の最近の動きについて」

ということでご説明させていただきたいと思いま

す。皆様ご承知の部分も多いかと思いますが、何

卒よろしくお願いいたします。 

 本日お話しさせて頂くのは４つの項目について

です。最近の地価動向、土地の需給動向、我が国

の不動産市場の課題、そして最後に、若干PRにな

りますけれども、様々な土地政策を巡る課題があ

る中で、私ども土地市場課が課題の解決に向けて

現在取り組んでおりますことについて、ご説明を

させていただきたいと思います。 

 

 

��最近の地�動� 

 

 （スライド１）まず、「１．最近の地価の動向」

についてです。これは新聞にも出ておりましたの

で、皆さまご承知かと存じますけれども、先月、

平成24年の都道府県地価調査の結果が発表されま

した。これは、国土利用計画法施行令に基づき、

各都道府県において毎年７月１日に実施をされて

いるものです。都道府県地価調査は、毎年１月１

日時点で実施をしています地価公示と相互に補完

する形で、我が国全体としての土地の正常価格の

動きを示すものと位置付けられています。今回の

調査地点数は、全国で22,264地点であり、大都市

圏のみならず、全都道府県を網羅して実施してい

るものです。 

 

 （スライド２）調査結果の概要ですけれども、

３つの表がございます。上の「年間の変動率」と

いう表で、平成23年７月からの１年間の地価変動

について見ますと、依然として全国的に下落の傾

向を示しております。ただし、下落幅は減少して

いる状況が見て取れるかと思います。右側の「上

昇・横ばい・下落地点数」の表を見ていただきま

すと、上昇や横ばいの地点が増加しております。

下の「半年毎の変動率」の表で、地価公示も含め

て半年刻みで地価の動きを見ますと、東日本大震

災があった平成23年の１月から６月は、全国で下

落率がやや拡大しましたが、平成23年の７月以降

は下落幅が縮小する傾向がございます。その要因

を土地の用途別で考えてみますと、住宅地では低

金利や住宅ローン減税等の施策による住宅需要の

下支えがあったためと考えられます。また商業地

では、三大都市圏の都市部においてＢＣＰ（事業

継続計画）やコスト削減等の観点から、耐震性に

優れた新築や大規模のオフィスへの業務機能の集

積を図るような動きがあり、地価が下げ止まって

いるのではないかと考えられます。 

 

 （スライド３）次は、東日本大震災の被災地に

おける地価の状況でございます。岩手県あるいは

宮城県の津波によって非常に甚大な被害に遭われ

た地域では、やはりどうしても地価の下落が見ら

れたようでございますけれども、浸水を免れられ

た高台の地点、被害が軽微であった地区等では、

被災住民の方々の移転のための需要もあって、上

昇、横ばいになった地点が見られます。結果とし

て、住宅地、商業地全体で上昇となった市町村が

見受けられます。仙台市では、移転や復興に伴う

需要がございまして、地価が上昇、あるいは横ば

いとなった地点が現れ、住宅地全体で上昇してお
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ります。 

 

 

 

 （スライド４）次に、「２．土地の需給の動向」

についてです。「土地取引件数の推移」のグラフが

ございますけれども、全国の土地取引の件数は、

やはり長期的に見ると減少の傾向がございます。

上から全国の数値、地方圏の合計、東京圏、大阪

圏、名古屋圏と続いておりますけれども、総量と

しては、やはり減ってきているところです。平成

23 年の全国の土地取引の件数は 114 万件で、対前

年比で1.6%の減少でした。 

 

 （スライド５）次に、土地取引がどういった売

り手、あるいは買い手の方によって行われている

かについて、平成２年頃のいわゆるバブル経済期

と、最近の動きの比較をしております。やや大き

な違いが見て取れます。バブル期の平成２年には、

土地の購入・売却の金額がトータルで 81 兆 1,000

億円でした。その内訳を見ますと、法人が最大の

買い手となっております。それに対して、売り手

の方は、個人が最大の売り手となっておりまして、

バブル経済期においては、個人が所有する土地を、

法人が買う傾向があったと考えられます。一方で、

最近の状況は、比較的売り手と買い手のバランス

が取れていると申しますか、平成11年度から平成

22 年度までは、最大の売り手、買い手ともに法人

となっています。グラフの右側の方に、直近３年

の数字を示しています。昨年の土地購入の総額が

26.8兆円でしたので、先ほど申しました81.1兆円

と比べると、やはり少ない数字になっていますけ

れども、最近３年では最大の買い手が法人、最大

の売り手が個人あるいは法人となっており、概ね

法人なり個人なりでバランスの取れた状態になっ

ているかと思います。要するに、バブル期の頃は、

法人が将来の値上がりを見込みながら土地を仕入

れる傾向があったかと思いますけれども、今は実

需に基づく取引の動きになっているのではないか

と推測されます。 

 

 （スライド６）次に、企業の方は土地取引の状

況についてどのように見ておられるかということ

を、土地取引動向調査という形で毎年２回アンケ

ート調査をさせていただいております。グラフは、

本社の所在地での土地取引の状況に関する、いわ

ゆるDIでございます。土地取引が活発だと回答さ

れた企業と、不活発と回答された企業の割合の差

を取っております。不活発という企業が多ければ

マイナスになっていきますし、活発だと答えられ

た企業が多ければ、プラスになっていくわけです

けれども、その差し引きを表したものでございま

す。東京23区、大阪府ともに、いわゆる世界的な

サブプライムローンの問題や、あるいはリーマン

ショックの影響で平成21年の３月に底を打ったと

ころから、回復をしてきております。近年は上向

きの傾向がありましたけれども、東日本大震災等

の影響がありまして、昨年からはその回復傾向が

鈍化をしているところでございます。このグラフ

では表していないのですが、今年の10月18日に、

直近の調査結果を発表させて頂いたところです。

前回までは３月・９月に調査を実施していたので

すが、企業の方のお忙しい時期等々を勘案して、

今回は８月に調査をさせていただいております。

全国的に改善の傾向が見られましたが、特徴的な

ところとしては、大阪で非常に改善の傾向が顕著

で、平成13年の調査開始以来、初めて大阪が東京

を上回りました。これは、市場の状況に精通して

おられる方にお聞きすると、大阪の方で、地価の

底入れ感が非常に強いためではないかということ

です。 

 

 （スライド７）次に、オフィス市場の動向につ

いてです。こちらは東京の空室率ですが、23 区全

体では、平成 22 年の第２四半期から７%台で推移

しています。丸の内、大手町、有楽町の都心３地

区では、平成 23 年第２四半期には空室率が 3.7%

でしたが、その後上昇に転じる傾向が見られまし

て、平成24年の第２四半期には、7.8%まで上昇し

ております。 

 

 （スライド８）次が大阪、名古屋ですが、こち

らは東京と対照的に、平成22年の後半から空室率

が低下する傾向が見られます。 

 

 （スライド９）それから、地方圏の中心的な都

市においても、平成22年の後半から改善の傾向が

見られます。特に仙台市では、東日本大震災後、

空室率の大幅な減少が見られます。 
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 （スライド１０）これは住宅市場について見た

ものです。平成23年の住宅の着工戸数は、83.4万

戸です。対前年比で 2.6%増ということで、前年比

では増加していますけれども、絶対的な水準で見

ますと、やはり、かつてのような高い水準にはな

っていないという状況となっております。 

 

 （スライド１１）次はマンションについてです

が、平成23年のマンションの供給在庫戸数は、首

都圏では前年を上回っており、近畿圏では前年よ

り減少しております。契約率は、首都圏は 77.8%、

近畿圏は71.7%で、共に好不調の目安と言われてお

ります70%のラインを上回っております。 

 

 （スライド１２）次に、不動産投資市場の動向

についてです。最近皆さんもお聞きになることが

あろうかと思いますけれども、不動産の証券化が

進んでおります。証券化の対象となっている不動

産、またはその信託受益権の総額は、2.3兆円とい

う規模になっております。また、昨年度から、証

券化ビークルが譲渡した不動産、またはその信託

受益権の額についても集計をしておりまして、こ

ちらはトータルで３兆円程度のマーケットとなっ

ております。 

 

 （スライド１３）このような不動産証券化の動

きを受けての不動産投資市場の動向ですけれども、

東証REIT指数の青い線（凡例：東証REIT指数（配

当なし））で見ますと、平成 19 年の５月末がピー

クで、その後大幅な下落が続いておりました。世

界的に経済が揺れたリーマンショック後の平成 20

年 10月 28日に 704.46という、一番の底まで落ち

込みましたけれども、その後平成 22 年３月 31 日

に 948.90 まで回復をいたしました。平成 23 年に

入り、震災後もやはり、株式市場と同様に大きく

落ちる動きがありましたけれども、比較的早く回

復の動きが見られまして、その後は上昇と下落を

繰り返し、現在はやや強含みの展開で推移をして

いるところです。 

 

 我が国が直面している資産デフレからの脱却、

あるいは経済の活性化という、社会・経済上の大

きな課題がありますけれども、我が国の不動産の

市場規模は非常に大きいわけでして、それをいか

に活性化していくかということが我が国の経済活

動全体の活性化にも繋がると思われ、そうした方

向性を推進していく必要があろうかと思います。 

 

 

 

 次に、我が国の不動産市場の課題について、い

くつか情報提供をさせていただきたいと思います。 

 

 （スライド１４）日本の不動産市場に対する、

外国の投資家の評価を提示しております。棒グラ

フは、欧米の４カ国に対する評価でして、赤い折

れ線グラフが、日本に対する評価でございます。

日本の不動産市場について、「不動産市場の規模」

では、世界の中でも大きなマーケットであると投

資家の方々から認識をされています。一方、「不動

産市場の成長性」、「不動産市場における平均的な

利回り」についてはマイナスという、低い評価に

なっています。また、「不動産投資関連情報の充実

度」、「不動産投資関連情報の入手容易性」、つまり

外国の方から見て、どれくらい収益やリスクがあ

るかということを判断する時に必要になる情報に

ついて、なかなか日本の場合は情報が入手しづら

いということが浮き彫りになっておりまして、こ

の辺が一つの大きな課題になっているかと思いま

す。 

 

 （スライド１５）例えば、世界各国の不動産市

場の透明性を評価した、不動産透明度インデック

スというものが、ある企業から出されております。

それを見ると、平成24年において評価が高い順に、

米国、英国、オーストラリアと続いていますが、

アジアの国は、全体的に評価が低くなっています。

日本は25番目ということで、透明度のレベルでは

全体としては真ん中辺より少し上くらいという評

価になっています。 

 

 

 

 そこで、このような課題に対して、私どもの課

でどのような施策を実施しているかについて、最

後に少しご紹介させていただきたいと思います。 

 

 （スライド１６）一つ目は、平成18年度から不
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動産取引価格情報の提供を行っております。地価

公示や都道府県地価調査というのは、年に２回、

定点観測で不動産鑑定という手法を使って評価を

し、公示をいたします。これらを補完する意味で、

土地を買った方々に対してアンケート調査を行い

まして、少し失礼かも知れませんけれども、実際

にいくらくらいで購入したかをお聞きし、個人情

報保護の観点から個人を特定できないように秘匿

処理を行った上で、どのようなところで、どのく

らいの価格で取引がなされているかということを

四半期毎にホームページ上で情報提供をさせてい

ただいております。更地だけではなく、建物付き

の土地、中古マンション、あるいは農地や林地を

含めた取引を扱っています。資料の最後のページ

に情報を載せておりますウェブサイトで、簡単に

検索していただけますので、ご興味がありました

ら後ほど是非お使いいただければと思います。平

成 23 年度は 8700 万件のアクセスがあったという

ことで、かなり多くの方に見ていただいているよ

うです。土地の売買をする際に、その近くでは実

際にどれくらいで取引されているかということに

は、業者の方を含めてかも知れませんけれども、

やはり、かなり興味を持っていただいているのか

と思います。これは、生の情報でして、決して標

準的なものではございません。土地自体はそれぞ

れ千差万別で、色々な形状のものがございますし、

駅から近いものや遠いものがございます。実際の

取引がこのように行われているという情報をお出

ししておりますので、それぞれ用途に応じてお使

いいただければと思っております。 

 

 （スライド１７）今の不動産取引価格情報は個々

の地点の話でございますけれども、もう一つ、不

動産価格指数というものを公表しております。消

費者物価指数というのはよくお聞きになるかと思

いますけれども、それの不動産版というイメージ

でございます。2007 年のアメリカでのいわゆるサ

ブプライムローン問題、また、リーマンショック

による世界的な金融危機、さらに最近のヨーロッ

パでは不動産バブルの問題により危機が表面化し、

実体経済にまで深刻な影響が及びました。それが

また世界的に広がっているという状況がございま

す。不動産価格の変動とマクロ経済への影響を的

確に把握出来なかったということで、なかなか的

確な時期に的確な対策が取れなくて、長期的な経

済停滞を招いたという反省もあり、不動産の価格

の動向をタイムリーでかつ的確に把握することが

経済政策を運営する上で大切だという認識が、欧

米諸国あるいは日本を含めて各国の中で共有され

ています。そこで色々な国際機関が協力をしなが

ら、各国が標準的な方法、要するに、同じ方法で

不動産の価格を指数として整備が出来るようにし

ていこうということで、不動産価格指数の作成方

法について、指針を作って纏められて、各国でそ

れに即して指針を作るという取り組みが行われま

した。我が国では、今年の８月に住宅関係の指数

の試験運用を始めております。この指数で、全国、

地域別、あるいは都市圏別の不動産価格の動向を

把握することが出来るようになりましたので、今

後、財政金融政策の的確な実施に寄与できるので

はないかと考えておりますし、また、実体経済と

して取引をされる場合、不動産市場の中で透明性

が向上して、取引が活性化していくことも期待で

きるのではないかと考えています。 

 

 （スライド１８）不動産価格指数の作成方法に

ついて説明いたします。元データとして、不動産

の取引価格情報提供制度で整備するデータを使用

しております。現在公表しているのは、買い主へ

のアンケート結果から作成した「速報」です。加

えて、不動産鑑定士による現地調査で得られた情

報も加えて再計算した「確報」を、平成25年１月

より公表する予定です。アンケートの回収や現地

調査にはそれなりに時間を要しますので、現状で

は取引から「速報」の発表まで５か月、「確報」の

発表までは１年の期間を要しております。 また、

ページの右側部分で詳細を説明してありますが、

この指数は「ヘドニック法」という手法を用いて

作成しております。土地は、先ほど申し上げまし

たように、色々な特性を持つものですので、その

特性を一定の計算方式で標準的なものに直して、

それを指数として発表しているというものでござ

います。全国、ブロック別、都市圏別それぞれに

ついて「更地・建物付土地」と「マンション」、こ

れらを合わせた「住宅総合」の、計３系列を公表

しています。 

 

 （スライド１９）これは、実際に遡って計算し

た全国の指数の推移を示しています。2008 年４月

以降のデータを使用して作成しております。住宅
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全体を示したものと、更地・建物付土地、マンシ

ョンの推移でございます。リーマンショックのあ

った2008年は下落をして、その後更地や建物付土

地については横ばい、マンションはやや上昇の傾

向が見られます。データを蓄積したり、あるいは

少しグラフがギザギザしているところを統計的な

処理をしたりし、２年間の試験運用の中で改善を

重ねて、本格運用が出来ればと思っています。 

 

 （スライド２０）次は、各国の指数のデータで

す。左から大きく右肩下がりになっているのは、

アイルランドです。 

 

 （スライド２１）もう一点、私どもの取り組ん

でいる施策で大きなものがございます。それは環

境不動産というものの普及促進です。環境不動産

というのは、建物自体や設備の面で環境性能が高

く良好なマネジメントがされている環境価値の高

い不動産ということです。具体的には、図にござ

いますように、例えばペアガラスを使って断熱性

能を上げて冷暖房の効率を良くするとか、あるい

は太陽光発電等の設備を付けるとか、壁面緑化を

するとか、そういったものが挙げられます。それ

から、例えばマネジメントという点では、ビルの

オーナーの方とテナントの方が協力して LED の電

球を導入することでビルのエネルギー性能を上げ

る等の、双方にメリットが出てくるような取り組

みを協力してやるということがあるかと思います。

環境不動産の普及がどうして重要かということで

すけれども、もちろん世界全体としてエネルギー

消費を出来るだけ削減していくという政策的な要

請がある中で、オフィスを含む業務関係の部門、

これは家庭用等と対比される概念ですけども、そ

こでのエネルギーの消費量が 1990 年度から 2008

年度までの 18 年間で合計 44％も増え、2009 年度

には、日本全体の消費量の約２割を占めておりま

して、この削減が、我が国の持続可能な、サステ

ィナブルな社会実現という上では非常に重要にな

っているということで、この環境不動産の普及に

取り組んでおります。 

 

 （スライド２２）環境不動産というのは、単に

何でも良いからエネルギーを節約するということ

ではなくて、先ほど申しましたように、色々な設

備や取り組み等の中で、上手に無理なく節約する

という形で、建物自体の消費エネルギーの削減を

推進していこうというものです。東日本大震災の

あった年の夏は、エネルギーの消費量を皆で頑張

って削減しようということで、取り組みがあった

のですけれども、なかなか冷房が効かないという

ような状態で非常に厳しかったこともあったろう

かと思うのです。そういった無理をあまりしない

でも快適な職場環境が出来るような、環境性能の

高い不動産を作り、普及・促進していこうという

ところです。 

 

 （スライド２３）では、既存のビルを、環境不

動産へ変えていくためには、どのようなアプロー

チが考えられるでしょうか。不動産投資家へのア

ンケート調査結果を見てみますと、東日本大震災

以降、多くの投資家の方が重視するようになった

項目があります。「建築物の省エネルギー性能」の

項目であり、不動産の環境性能に対する意識の高

まりが確認出来ます。このことを実際の不動産投

資に上手くつなげることが出来れば、質の高い優

良なストック形成及び不動産市場活性化に貢献で

きるものと考えます。 

 

 （スライド２４）国土交通省では、昨年度、環

境不動産の普及啓発及び不動産市場における優良

な不動産ストックの形成に向けて、市場参加者の

情報交換及び共通認識醸成のために、環境不動産

懇談会というものを設置しました。デベロッパー、

投資家・金融機関、ビルオーナーなど様々な立場

の方々が一堂に会し、非常に有意義な議論が繰り

広げられました。全４回の会議の後、提言を取り

纏めて今年４月に公表しております。環境不動産

の今後の展開に向けては、情報の可視化・流通の

観点、既存ストックの環境対応、テナントの需要

喚起についての対応が必要だとされております。

例えば、情報の可視化・流通の観点では、建物の

環境性能の適切な評価がわかりやすい形で示され

ることで、既存の不動産の改修が進み、優良な不

動産のストックが実現できると考えられます。 

 

 （スライド２５）長くなりましたが、最後に、

先ほど申しました取引価格情報や、色々な情報が

国土交通省のホームページの土地総合情報ライブ

ラリーや環境不動産ポータルサイトにございます

ので、ニーズに合わせてご活用いただければと思
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っております。 

 

 以上で、私からの情報提供とさせていただきま

す。どうも有り難うございました。 

 

（注）講演会当日には時間の都合上、割愛させて

いただいた内容について、追加した部分が

あります。 
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土地行政の最近の動きについて
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１．最近の地価動向
（平成２４年都道府県地価調査の結果から）

都道府県地価調査の��

○ 国土利用計画法施行令に基づき、各都道府県が毎年７月１日における調査
地点の正常価格を調査・公表するもの。

○ 今回の調査地点数は、22,264地点。○ 今回の調査地点数は、 , 地点。
○ 都道府県の発表に合わせて、国土交通省が全国の状況をとりまとめて公表

している。
○ 国土交通省（土地鑑定委員会）が実施する地価公示（毎年１月１日時点の○ 国土交通省（土地鑑定委員会）が実施する地価公示（毎年１月１日時点の

調査）と調査時期、調査地点において相互に補完的な関係にある。

スライド １

平成２４年都道府県地価調査の概要 「変動率」と「上昇・横ばい・下落地点数」

年 間 の 変 動 率 上昇・横ばい・下落地点数
（単位：％）

 住宅地 商業地 

20調査 21調査 22調査 23調査 24調査 20調査 21調査 22調査 23調査 24調査

全 国 ▲1 2 ▲ 4 0 ▲ 3 4 ▲ 3 2 ▲ 2 5 ▲0 8 ▲ 5 9 ▲ 4 6 ▲ 4 0 ▲ 3 1

年 間 の 変 動 率 上昇 横ばい 下落地点数

（全国・全用途）

 上昇 横ばい 下落 

24調査 658 1,972 18,655全   国 ▲1.2 ▲ 4.0 ▲ 3.4 ▲ 3.2 ▲ 2.5 ▲0.8 ▲ 5.9 ▲ 4.6 ▲ 4.0 ▲ 3.1
三大都市圏 1.4 ▲ 5.6 ▲ 2.9 ▲ 1.7 ▲ 0.9 3.3 ▲ 8.2 ▲ 4.2 ▲ 2.2 ▲ 0.8

 東 京 圏 1.6 ▲ 6.5 ▲ 3.0 ▲ 1.9 ▲ 1.0 4.0 ▲ 8.9 ▲ 4.1 ▲ 2.3 ▲ 0.9
大 阪 圏 1.0 ▲ 4.5 ▲ 3.6 ▲ 1.8 ▲ 1.0 2.8 ▲ 7.1 ▲ 5.3 ▲ 2.6 ▲ 1.0

全
国 

, ,

23調査 88 863 20,564

22調査 27 302 21,457

三24調査 428 1,282 4,179

 

名古屋圏 1.5 ▲ 4.2 ▲ 1.3 ▲ 0.7 ▲ 0.2 1.9 ▲ 7.3 ▲ 2.9 ▲ 1.1 ▲ 0.5
地 方 圏 ▲2.1 ▲ 3.4 ▲ 3.6 ▲ 3.7 ▲ 3.2 ▲2.5 ▲ 4.9 ▲ 4.8 ▲ 4.8 ▲ 4.1

三
大
都
市
圏

23調査 67 558 5,366

22調査 18 115 6,016

地

24調査 230 690 14,476

（単位：％）

住宅地 商業地 

23調査 24調査 23調査 24調査

半年毎の変動率 地価公示（毎年1月1日時点実施）との
共通地点（1,640地点。うち住宅地1,158地点、商業地482地点）で分析

地
方
圏 

23調査 21 305 15,198

22調査 9 187 15,441

 

23調査 24調査 23調査 24調査

前半 後半 前半 後半 前半 後半 前半 後半 

全   国 ▲ 1.2 ▲ 1.3 ▲ 0.9 ▲ 0.6 ▲ 1.7 ▲ 1.8 ▲ 1.2 ▲ 0.8
三大都市圏 ▲ 0.7 ▲ 0.8 ▲ 0.4 ▲ 0.2 ▲ 1.1 ▲ 1.2 ▲ 0.5 ▲ 0.2
東 京 圏 ▲ 0.7 ▲ 1.0 ▲ 0.5 ▲ 0.2 ▲ 1.1 ▲ 1.4 ▲ 0.6 ▲ 0.3
大 阪 圏 ▲ 1.0 ▲ 0.7 ▲ 0.5 ▲ 0.3 ▲ 1.4 ▲ 1.1 ▲ 0.5 ▲ 0.2
名古屋圏 ▲ 0.1 ▲ 0.3  0.0 0.1 ▲ 0.5 ▲ 0.6 ▲ 0.1 ▲ 0.1

地 方 圏 ▲ 1 8 ▲ 1 8 ▲ 1 4 ▲ 1 1 ▲ 2 4 ▲ 2 3 ▲ 1 9 ▲ 1 5地 方 圏 ▲ 1.8 ▲ 1.8 ▲ 1.4 ▲ 1.1 ▲ 2.4 ▲ 2.3 ▲ 1.9 ▲ 1.5
前期よりも下落率縮小・上昇率拡大

前期よりも下落率拡大・上昇率縮小

前期と下落率同一

凡例 24調査 ： 23年7月1日～ 24年7月1日
24調査前半 ： 23年7月1日～ 24年1月1日
24調査後半 ： 24年1月1日～ 24年7月1日

スライド ２
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東日本大震災の被災地における地価の状況

◆ 岩手県及び宮城県の津波による被害が甚大であった地域においては 前回地価が10％以上下落する地点も見ら◆ 岩手県及び宮城県の津波による被害が甚大であった地域においては、前回地価が10％以上下落する地点も見ら

れたが、今回は都市機能の回復等から一桁台の下落率にとどまり、浸水を免れた高台の地区や、被害が軽微だっ

た地区等では、被災住民の移転需要から上昇・横ばい地点が見られ、結果として住宅地、商業地全体で上昇と

なった市町村が見受けられる。

（例）宮城県 石巻市、東松島市 ： 住宅地・商業地ともに全体で上昇

岩手県 宮古市、釜石市 ： 住宅地全体で上昇

◆ 仙台市では移転需要や復興事業に伴う需要による地価の上昇・横ばい地点が現れ、住宅地全体で上昇してい

る。

変動率（％） 上昇 横ばい 下落 変動率（％） 上昇 横ばい 下落

H24 ▲ 3.8 8地点 10地点 239地点 H24 ▲ 5.7 1地点 62地点

住宅地 商業地

H23 ▲ 4.7 236地点 H23 ▲ 6.4 60地点

H22 ▲ 4.2 251地点 H22 ▲ 6.8 66地点

H24 ▲ 0.6 75地点 22地点 119地点 H24 ▲ 1.2 15地点 14地点 41地点

岩手県

H23 ▲ 3.8 1地点 4地点 211地点 H23 ▲ 5.9 2地点 70地点

H22 ▲ 3.7 231地点 H22 ▲ 5.9 1地点 73地点

H24 ▲ 3.2 1地点 2地点 315地点 H24 ▲ 4.5 81地点

宮城県

H23 ▲ 5.4 1地点 309地点 H23 ▲ 7.5 80地点

H22 ▲ 3.1 4地点 349地点 H22 ▲ 4.6 79地点

福島県

スライド ３

２．土地の需給動向
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土地取引件数の推移

土地取引について売買による所有権の移転登記の件数でみると 全国 大都市圏 地方圏ともここ数

売買による土地取引件数の�移

土地取引について売買による所有権の移転登記の件数でみると、全国、大都市圏、地方圏ともここ数
年減少が続いており、平成23年中の全国の土地取引件数は113.6万件（対前年比1.6％減）となった。

350

400
東京圏 大阪圏 名古屋圏 地方圏 全国（万件）

250

300

350

150

200

250

33
59 

114 

50

100

33 
14 
7 0

昭

和

47 49 51 53 55 57 59 61 63 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22
（年）

平
成和

45
（年）

資料：法務省「法務統計月報」
注：地域区分は以下のとおり。

東 京 圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：愛知県、三重県
大 阪 圏：大阪府、京都府、兵庫県 地 方 圏：上記以外の地域

成
2

スライド ４

土地購入・売却金額の推移

バブル期の平成2年には 土地購入（売却）金額が81 1兆円に達し 法人が最大の買い手（48 2兆円）でありバブル期の平成2年には、土地購入（売却）金額が81.1兆円に達し、法人が最大の買い手（48.2兆円）であり、
個人が最大の売り手（45.3兆円）であった。その後、平成22年までは法人が最大の買い手であり売り手でも
あったが、足許の平成23年では、土地購入（売却）金額が26.8兆円となり、法人が最大の買い手（13.6兆円）
であり、個人が最大の売り手（12.9兆円）となっている。

6.1 7.3 10.4

77.7 81.1 79.6

70 

90 

3 国等 2 法人 1 個人

購入

46.2 48.2 43.8

17 4
2.2 1.9 1.6 1.4

33.8 26.9 27.6 26.8

30 

50 

円
）

国等 法 個

25.4 25.6 25.4
14.2 13.0 12.3 11.8

17.4 12.0 13.6 13.6

-14.6 -12.0 -12.6 -12.9-10 

10 

金
額

（
兆

円

-41.7 -45.3 -42.1 -17.0
-12.9 -13.5 -12.4

-2.2 -2.0 -1.5 -1.5
33.8 -26.9 -27.6 -26.8

-50

-30 

金
額

・
売

却
金

-27.9 -28.0 -30.4

-8.1 -7.8 -7.1
-77.7 81 1 -79 690

-70 

50 

購
入

金

77.7 -81.1 79.6-90 
平成

元

2 3 20 21 22 23売却 （年）

資料：国土交通省「土地取引規制基礎調査概況調査」、「都道府県地価調査」等により推計。 スライド ５
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現在の本社所在地の土地取引の状況に対する判断に関するDI（活発と回答した企業の割合から不活発

企業の土地取引状況に関する意識

現在の本社所在地の土地取引の状況に対する判断に関するDI（活発と回答した企業の割合から不活発
と回答した企業の割合を差し引いたもの）は、東京23区、大阪府ともに東日本大震災等の影響により回復
の動きが鈍化し、平成24年3月期で東京23区が-42.3ポイント、大阪府が-52.9ポイントとなった。

現在の土地取引の状況の判断に関する��

39.046.0 39.8 
60 

東京23区 大阪府（ポイント）

現在の土地取引の状況の判断に関する��

※平成23年3月調査は 東日本大

-2.2 
13.3 

31.7 
39.0 

3.4 
15 5

30.1 
36.7 37.5 

0
20 
40 ※平成23年3月調査は、 東日本大

震災の発生前までの回答（平成23
年3月11日（金）以前の到着分）を
集計したもの。

-47.5 
-33.4 

-13.9 

56 0 -53 4
-40.0 

-47.5
-42.3 

34 5

-18.7 
-8.4 

15.5 

-10.0 

-40
-20 

0 

-60.4 -62.6 -63.2 
-56.0 

-79.1 
-68.8 -67.2 

53.4 47.5 

-76 6-72.9 -70.5 
-63.1 

-52.6 

-34.5 

-66.1 
-77 5

-68.1 -63.9 

-48.2 -50.0 -52.9 
-80 
-60 
40 

76.6 
-83.5 -77.5 

-100 
3 9 3 9 3 9 3 9 3 9 3 9 3 9 3 9 3 9 3 9 3
平成14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

（月）

（年）

資料：国土交通省「土地取引動向調査」
注１：ＤＩ=「活発」-「不活発」
注２：「活発」、「不活発」の数値は、「活発」と回答した企業、「不活発」と回答した企業の全有効回答数に

対するそれぞれの割合。 スライド ６

オフィス市場の動向をみると 丸の内 大手町 有楽町の都心3地区では 平成23年第2四半期に空室

オフィス市場の動向

賃�オフィス��賃料��空室率の��（東京）

オフィス市場の動向をみると、丸の内、大手町、有楽町の都心3地区では、平成23年第2四半期に空室
率が3.7％であったが、その後上昇に転じ、平成24年第2四半期には7.8％となっている。

（円/坪）（％）

70,000 

80,000 

10

12 募集賃料東京23区（右軸） 募集賃料主要5区（右軸）

募集賃料（右軸） 空室率東京23区（左軸）

（円/坪）（％）

7 3

7.3 

7 4

7.6 7.5 
7.3 7.3 7.2 

7.9 

6 4
6.8 

7.4 

7 3

7.5 

7 4 7 3

7.8 
7.8 50,000 

60,000 
8

10
丸の内・大手町・有楽町

空室率主要5区（左軸） 空室率（左軸）

丸の内・大手町・有楽町

4.8 

3.2 

4.9 6.0 5.1 

3.2 4.4 

5.3 
6.2 6.6 

7.3 7.4 

4.9 
4.8 

6.1 

4.8 

3.5 

4.6 

5.4 
6.4 7.3 7.4 7.3 7.0 7.2 7.1 

4.5 

3 1

4.1 

4 3
4.4 

5.2 4.4 4.7 

3.6 
4.1 4.5 

3.7 
4.1 4.6 5.6 

30,000 

40,000 

4

6

2.7 
2.1 

1.5 1.5 1.3 1.4 1.6 
2.0 2.1 

3.4 

2.4 

3.1 
2.8 

1.7 
1.3 1.3 1.2 1.3 1.6 1.9 

2.1 

2.9 
2.6 

1.3 

2.2 

3.5 2.3 

0.4 
0.2 0.3 0 1 0 1 0.3 0.5 0.4 0.7 

3.1 4.3 

0

10,000 

20,000 

0

2 2.9

0.1 0.1 0 0
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ

平

成

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24
（期）

（年）
成
11 資料：シービーアールイー（株）

注：平成23年第4四半期から平成24年第2四半期の「丸の内・大手町・有楽町」については、
対象ゾーン内に募集賃料を公表しているサンプルが存在していない。

スライド ７
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オフィス市場の動向

大阪市では 平成23年第4四半期より空室率が低下傾向となり 名古屋市では平成22年第3四半期よ

賃����ス��賃料��空室率�推移（大阪市�名古屋市）

大阪市では、平成23年第4四半期より空室率が低下傾向となり、名古屋市では平成22年第3四半期よ
り低下傾向が続いている。しかし賃料は、両市とも緩やかな下落基調で推移している。

均募集賃料 大阪（左軸）（ ） （ 坪）

12 4

13.9 
14.3 

14.0 13.8 
13.4 

13 1 12 9
14,000 

16,000 

14

16
平均募集賃料・大阪（左軸）

平均募集賃料・名古屋（左軸）

平均空室率・大阪（右軸）

（％） （円／坪）（右軸）

（右軸）

（左軸）

9.2 9.4 

10.3 10.3 

9.3 
10.1 10.3 

11.0 10.9 
11.4 

11.0 
11.0 

11.1 10.7 
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10.0 
9.0 

11.0 
11.8 
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13.1 12.9 
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11.8 

10,000 

12,000 

10

12
平均空室率・名古屋（右軸）（左軸）
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0 0
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ

平 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

（期）

平

成

11

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

資料：シービーアールイー（株）

（年）

スライド ８

オフィス市場の動向

地方ブロックの中心都市の空室率は、多くの都市において平成22年頃から改善の傾向がみられる。仙

地方ブロック中心都市の空室率の�移

地方ブ ックの中心都市の空室率は、多くの都市において平成22年頃から改善の傾向がみられる。仙
台市は、被災による仙台市東部からの移転等により、平成23年第2四半期の空室率は14.3%と前期比
で4.4ポイント低下した。その後上昇と低下を繰り返し、平成24年第2四半期は12.8％となっている。

地方ブロック中心都市の空室率の�移

30 

札幌市 仙台市 金沢市

（％）

19.620 

25 
広島市 高松市 福岡市

12.8
12.0

17.4

15 

9.5

12.0 
11.9

5

10 

0 

5 

ⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡ （期）

平成15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 （年）

資料：シービーアールイー（株） スライド ９
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住宅市場の動向

平成23年の住宅着工戸数は834 117戸（対前年比2 6％増）となり 2年連続で前年を上回ったものの

圏域�住宅着工戸数の推移

平成23年の住宅着工戸数は834,117戸（対前年比2.6％増）となり、2年連続で前年を上回ったものの、
平成20年以前と比較すると、依然低い水準で推移している。

160

180
首都圏 中部圏 近畿圏 その他の地域（万戸）

147 0

164.3
157.0

148 6

100

120

140

109.4106.1

129.0123.6
118.9116.0115.1117.4

123.0121.5119.8

138.7
147.0148.6

140.3137.0

60

80

100

78.8

106.1

81.3
83.4

20

40

0
平成3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23

（年）資料：国土交通省｢建築着工統計調査｣
注：地域区分は以下のとおり。注 地域区分は以下のとおり。

首都圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
中部圏：岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
近畿圏：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
その他の地域：上記以外の地域 スライド １０

住宅市場の動向

平成23年末のマンションの供給在庫は 前年末と比較して首都圏は増加 近畿圏は減少した また

首都圏�近畿圏のマンションの供給在庫戸�と契約率の��

平成23年末のマンションの供給在庫は、前年末と比較して首都圏は増加、近畿圏は減少した。また、
契約率は好不調の目安と言われる70％を上回り、首都圏は77.8％、近畿圏は71.7％となった。
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首都圏（供給在庫）（左軸） 近畿圏（供給在庫）（左軸）
首都圏（契約率）（右軸） 近畿圏（契約率）（右軸）
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資料：㈱不動産経済研究所「全国マンション市場動向」

（年）

スライド１１
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不動産投資市場の動向

平成23年度に不動産証券化の対象として取得された（証券化ビークルが取得した）不動産又はその信託
受益権の額は、約2.3兆円となり、2年連続で前年を上回った。また、証券化ビークルが譲渡した不動産又
はその信託受益権の額は、約3.0兆円となった。

不動産証券化の実�の��

注1:平成22年度調査以降は、不動産証券化のビークル等（Jリート、特定目的会社、GK-TKスキーム等におけるGK等及び不動産特定共同事業者をいう。以下「証券化ビークル等」という。）が取得・譲渡した
不動産及び不動産信託受益権の資産額を調査している。
注2:平成22年度調査以降の取得・譲渡件数は、証券化ビークル等が取得・譲渡した不動産及び不動産信託受益権の件数である。但し、特定目的会社の実物不動産分は取得・譲渡件数に含めていない。
注3: Jリートの取得額は匿名組合出資分等（平成22年度約150億円、平成23年度約30億円）を含まない。
注4:平成15年度調査から平成21年度調査までの資産額には資産の取得・譲渡を伴わないリファイナンスを含む。
注5:内訳については四捨五入をしているため総額とは一致しないことがある。 スライド１２

不動産投資市場の動向

東証REIT指数（配当なし）は平成19年5月末の2612.98をピークに大幅な下落が続き、平成20年10月28
日には704.46となったが、平成22年3月31日には948.90まで回復。平成23年に入り、震災後は大きく下

落した局面も見られたものの、日銀による投資口買入れ等の政策対応やリート各社による震災の影響に
ついての即時公表等があり、比較的早期に回復の動きを見せた（平成23年3月31日時点で1055.18）。そ
の後上昇と下落を繰り返し 現在はやや強含む展開で推移している
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東証REIT指数（配当なし）

東証REIT指数とTOPIXと東証業種別株価指数

の後上昇と下落を繰り返し、現在はやや強含む展開で推移している。
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３．我が国不動産市場の課題

我が国不動産市場の課題①

海外投資家による各国不動産投資市場に対する評価についてみると 市場の規模については 我が国の

海外投資家による各国不動産投資市場の評価 (日本と欧米）

海外投資家による各国不動産投資市場に対する評価についてみると、市場の規模については、我が国の
評価は米国に次いでいるものの、市場の成長性、平均的な利回り、不動産投資関連情報の充実度や入手
容易性については、欧米諸国と比較して著しく低い評価となっている。

80.00 

100.00 
米国の評価 イギリスの評価 フランスの評価 ドイツの評価 日本の評価

海外投資家による各国不動産投資市場の評価 (日本と欧米）
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資料：国土交通省「海外投資家アンケート調査」（平成22年度）
注：数値は下記により計算したＤ．Ｉ．

D.I.=「優れている」と回答した回答者の構成比(%)＋0.5×「やや優れている」と回答した回答者の構成比(%)
－「劣っている」と回答した回答者の構成比(%)＋0.5×「やや劣っている」と回答した回答者の構成比(%) スライド１４
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我が国不動産市場の課題②

世界各国の不動産市場の透明性を評価した不動産透明度インデックス(JLL社）によれば 平成24年におい

不動産透明度インデックス

世界各国の不動産市場の透明性を評価した不動産透明度インデックス(JLL社）によれば、平成24年におい
てもっとも評価が高いのは米国であり、英国、オーストラリアと英語圏の国々が続いている。
我が国の不動産市場の透明性は第25位となっており、日本を含め、アジア諸国の評価は低い。

不動産透明度インデックス

平成22年
��ランク

市場
平成22年
��ス�ア

透明度
レ��

平成24年
��ランク

市場
平成24年
��ス�ア

透明度
レ��

1 オーストラリア 1.22 高

2 カナダ 1.23 高

英 高

1 米国 1.26 高

2 英国 1.33 高

高2 英国 1.24 高

4 ニュージーランド 1.25 高

4 スウェーデン 1.25 高

3 オーストラリア 1.36 高

4 オランダ 1.38 高

4 ニュージーランド 1.48 高4 スウ デン 1.25 高

・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・

4 ジ ランド 1.48 高

・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・

25 マレーシア 2.30 中高

・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・

25 日本 2.39 中高

資料：Jones Lang  LaSalle社「不動産透明度インデックス」

26 日本 2.30 中高 26 ハンガリー 2.53 中高

スライド１５

４．当課の施策について
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不動産取引価格情報の提供

平成18年4月より 不動産取引当事者へのアンケート調査に基づく不動産の実際の取引価格に関する情報平成18年4月より、不動産取引当事者へのアンケ ト調査に基づく不動産の実際の取引価格に関する情報
について、個人情報秘匿処理等を行った上で四半期毎に提供。

調査����＜調査����＞
H17年� �����の������等
H18年� ��の������等
H19年�� ��の�価������

＜����の��＞＜����の��＞
��（���、���（�������取引�、
���ン��ン等、��、��

＜情報提供��＞
��� （※��������
取引価格 （※���� ��取引価格 （※����2��
��の�����
��の�����、����、��年、
����、���、����、��い�、��� 等

＜提供��（���＞＜提供��（���＞
1,456,410�（平成24年10月1����

＜webア��ス�＞
約8,700��（平成23年�� （月�たり約720���

スライド１６

不動産価格指数（住宅）の試験運用の開始について

平成24年8月末より 年間約30万件の住宅・マンション等の取引価格情報をもとに 全国・ブロック別・都市圏別

経�

平成24年8月末より、年間約30万件の住宅・マンション等の取引価格情報をもとに、全国・ブロック別・都市圏別
に毎月の不動産価格を指数化した「不動産価格指数（住宅）」の試験運用を開始。

○�が国経済における不動産の資産�は約2�500��（���の約5�）
迅速な金融・マクロ経済政策発動のためには、不動産市場の動向を測るバロメータ－（不動産価格指数）が
不可欠。不動産投資市場の活性化にも寄与。

○金融・経済危機からの反省と、不動産価格指数の迅速な公表要請
2007年からの欧米発金融危機からの反省点：不動産価格の変動とマクロ経済への影響を的確に

把握できず、長期経済停滞を招いた。

→国際通貨基金（IMF）等がG20諸国に対し、共通の国際指針に基づく不動産価格指数の迅速な
作成・公表を要請（多数の国際機関が協力して指針を作成し、2011年5月公表）。

→主要国では、2012年夏までに不動産価格指数（住宅）の公表を予定。

○全国・地域毎の不動産価格の動向を毎月把握○����、金融�、内��、��省、��省

運用により期���る��

○全国 地域毎の不動産価格の動向を毎月把握

○不動産市場の過熱や冷え込みの適時・的確な
把握により財政・金融政策に寄与

○不動産市場における透明性向上により 国内外の

○����、金融�、内��、��省、��省
等と��に��し、国際指針に��た不動産
価格指数（住宅）を開発

○平成2�年8月より 不動産価格指数（住宅）の ○不動産市場における透明性向上により、国内外の
投資家や個人による不動産取引の活性化

○平成2�年8月より、不動産価格指数（住宅）の
試験運用を開始

���用不動産の指数に�いても平成2�年�より��を開始。 スライド１７
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不動産価格指数（住宅）の概要

種類�地域�成�ロー

＜地域＞
・全国
・ブロック別（北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国

種類�地域

不動産�買
５か月

�成�ロ

ブロック別（北海道、東北、関東、北陸、中部、近畿、中国、四国、
九州・沖縄の計９ブロック）

・都市圏別（南関東、名古屋、京阪神）

＜種類＞

��の��

��異動情報

５か月

��

計��法

・住宅総合 ・更地・建物付土地
・マンション�ン�ー�調査

・買主に対し価格等を調査

＜へドニック法＞
・不動産はその立地や特性により価格が大きく異なる。
そこで 物件ごとに異なる個別の特性（面積 駅までの距

計��法

・価格情報と一部の属性情報を使用

速報

・そこで、物件ごとに異なる個別の特性（面積、駅までの距
離、築年数等）が価格に及ぼす影響を除去。
・不動産市場の変化による価格の変化のみを抽出し、
2008年度平均を100として指数化。

・現地調査
→ 不動産の属性情報を追加

現地調査

年度平均を し 指数化。

・平成24年８月２９日（水）に4月分速報を公表。

公表�期

 不動産の属性情報を追加

確報
以降、毎月初旬に公表。

※23年10-12月の確報は25年1月公表予定。以降、四半期ごとに公表。

確報

スライド１８
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スライド１９
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不動産価格指数（住宅） 各国の指数の比較
150

130

140
アイルランド

アメリカ

イギリス

120

ドイツ

日本

100

110

80

90

70
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

2008 2009 2010 2011 2012

アイルランド：Residential Property Price Index (Central Statistics Office)
アメリカ ：Construction Price Index (Census Bureau)
イギリス ：House Price Indexes (Office for National Statistics )
ドイツ ：Häuserpreisindex  (Statistisches Bundesamt)
日本 ：不動産価格指数（住宅）（国土交通省）日本 ：不動産価格指数（住宅）（国土交通省）
※いずれも、政府機関の作成する、ヘドニック法による指数。ドイツ、アメリカは四半期。
※ドイツ、アイルランド、日本は、RPPIハンドブックの作成を受けて新規に公表開始。
※イタリア、フランスでは、2012年中にRPPIハンドブックの作成を受けた指数を公表開始予定。
※各国の指数の比較のため、便宜的に2010年6月を100として作図している。 スライド２０

環境不動産の普及促進 環境不動産とは

・「����産」と���������の�����������ネ���������������の����産。

�������の��に���経済��������と��������の。

�� �� �ネ����
�資���LED電

��������
電�������
と��り��

���
�電

�資���LED電
�に�����

と��り��

��によ�
�����
オ ナ と

��
�ラス

�面
��

�ナ��オーナー

WIN－WINの��白�電� LED電�

オーナーと
�ナ���
����

業務部門����������）の������消費�
��1990 年度��2008 年度��の18年�

年�2.1�の���計44��）��
年度 ��� 約 �����

144.3

160 業務部門

エネルギー消費

(1990年度=100)

2009年度に���の約２�����

119 4

141.4

120

140

延床面積
業務部門における
エネルギー消費 119.4

100 GDP

延床面積

GDP

エネルギ 消費

資料）経済産業省「エネルギー白書」2010年6月より作成

80

90 95 00 05 08

延床面積

業務部門エネルギー消費

(年度)スライド２１
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環境性能の悪いビルで むりやり

環境不動産の普及促進 2011年夏の節電の総括（需要面）

最大�ー�需要 ��電力��
(約14 800事業�)

��電力��
(約3 700事業�)

大口需要家(契約電力500kw以上の事業者) 環境性能の悪いビルで、むりやり
使用エネルギーを制限すると・・・

��の��き エ���の��℃設定(kw)
��日��20�の�ー
��

(約14,800事業�) (約3,700事業�) ��の��き エ���の��℃設定

数値目標 ▲15% ▲15%
暗いし

設定は28℃でも
室温は30℃以上

最大値の対昨
年比 ▲29% ▲18%

蒸し暑くて

仕事にな
らないなぁ

気温が同水準の
日同士の比較 ▲27% ▲18%日同士の比較 ▲27% ▲18%

資料: 経済産業省資源エネルギー庁

来夏・それ以降も電力供給は楽観視できる状況になく、企業の「努力」･従業員の「我慢」
に依存しない抜本的・構造的な対策が求められる。

スライド２２

東日本大震災以降、国内の不動産投資家は投資の際にさまざまな安全性・環境性能等を重要視するよう

環境不動産の普及促進 不動産投資家は何を重視しているか

れま （N 262）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東日本大震災以降、国内の不動産投資家は投資の際にさまざまな安全性 環境性能等を重要視するよう
になっている。特に、今後、建築物の省エネルギー性能を重要視すると回答した投資家はこれまでの約3倍
となっている。不動産市場活性化のためには、これを実際の投資につなげることが課題。

これまで （N=262）

今後 （N=285）

これまで （N=260）

今後 （N=285）

これまで （N=259）

今後 （N=284）

事
業
収
益
等

①ｷｬｯｼｭﾌﾛｰの見通し（ｲﾝｶﾑｹﾞｲﾝ）

②物件の売却益の見通し（ｷｬﾋﾟﾀﾙｹﾞｲﾝ）

③長期修繕費、改装費、建て替え費用等

60.7 
68.1 

33.5 
35.1 

20.5 
28 5

28.6 
23.2 

40.0 
43.2 

47.1 
50 4

3.1 
3.2 
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16.1 

22.8 
14 1

7.6 
5.6 

8.5 
5.6 

9.7 
7 0今後 （N 284）

これまで （N=259）

今後 （N=283）

これまで （N=259）

今後 （N=285）

これまで （N=259）

等

安
全

④不動産関連税制・支援制度の動向

⑤建築物の耐震性能、免震・制振等

⑥地盤の良否（液状化・地盤沈下）と対策状況

28.5 
6.2 

11.7 
19.7 

38.9 
13.5 

50.4 
38.6 

51.9 
46.7 

47.4 
34.7 

14.1 
43.2 

27.6 
23.9 

7.0 
37.8 

7.0 
12.0 

8.8 
9.7 
6.7 

13.9 
今後 （N=285）

これまで （N=259）

今後 （N=285）

これまで （N=259）

今後 （N=285）

これまで （N 259）

全
・
安
心

⑦自然災害ﾘｽｸの有無（浸水ﾘｽｸ・自身の地域危険度）と対策状況

⑧ﾋﾞﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ（災害時対応、防犯・防災管理体制）の実施状況

⑥地盤の良否（液状化・地盤沈下）と対策状況
35.1 

10.0 
29.8 

8.5 
21.1 

3 9

49.5 
34.0 

56.5 
38.6 

61.1 
22 0

8.1 
43.6 

7.0 
40.9 

11.2 
55 6

7.4 
12.4 

6.7 
12.0 

6.7 
18 5これまで （N=259）

今後 （N=285）

これまで （N=259）

今後 （N=285）

これまで （N=259）

今後 （N=285）

環
境
・
持

⑨建築物の省ｴﾈﾙｷﾞｰ性能

⑩建築物のｻｰﾋﾞｽ性能（機能更新性、ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ等）

⑪建築物の資源再利用、水・廃棄物などの資源管理状況

3.9 
15.1 

5.8 
10.9 

2.3 
6.3 

22.0 
55.1 

31.3 
57.5 

14.7 
50.2 

55.6 
21.8 

47.5 
22.8 

60.2 
33.0 

18.5 
8.1 

15.4 
8.8 

22.8 
10.5 今後 （ ）

これまで （N=259）

今後 （N=285）

これまで （N=259）

今後 （N=285）

これまで （N=259）

⑬周辺の自然環境との調和、生物多様性への寄与

⑭都会的快適性（ｱﾒﾆﾃｨ）や賑わい

続
性 ⑫土壌汚染やｱｽﾍﾞｽﾄ使用の有無や処置等の状態

30.5 
36.8 

2.7 
7.0 
12.0 

33.2 
43.9 

19.3 
46.0 

48.3 

23.9 
11.6 

55.6 
36.5 

27.8 

12.4 
7.7 

22.4 
10.5 
12.0 

今後 （N=284）

これまで （N=259）

今後 （N=285）

⑭都会的快適性（ｱﾒﾆﾃｨ）や賑わい

⑮ｴﾘｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ（地域ｺﾐｭﾆﾃｨへの参加・協働）実施状況

社
会

15.8 
2.3 
5.6 

55.3 
22.4 

38.6 

21.1 
52.5 

44.2 

7.7 
22.8 

11.6 

大いに重視する 重視する あまり重視しない 重視しない
国土交通省 平成23年度不動産投資家アンケート調査（H23年11～12月調査実施）より スライド２３
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環境不動産の普及促進 環境不動産懇談会の実施

○国土交通省では、不動産市場における持続可能な不動産ストックの形成に向けて、
各市場参加者が情報交換し、共通認識を醸成する場として、「環境不動産懇談会」
を設置。懇談会では、4回の議論の後、提言をとりまとめ、2012年4月に公表。

スライド２４

ご参照

������ライ�ラ�� ����������イ�
http://tochi.mlit.go.jp/ http://tochi.mlit.go.jp/kankyo/

スライド２５


